
【 循環型社会の構築をめざして 】

自主的・先行的・同軸的展開

リコーグループの環境経営

株式会社 リコー
販事本 統括環境管理責任者
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１．リコーグループ環境経営の考え方

２．環境経営システムと実践事例

３．まとめ

本日の発表内容
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基本的な考え方
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背　 景

● 地球環境は悪化している

●これまでは
大量生産･大量消費･大量廃棄

●これからは
循環型社会への転換が必要

●温暖化･廃棄物問題､環境ホルモンなど

●トリレンマの問題
（経済発展、資源･食料確保、環境維持）
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消費者 産 業

行　政

お客様の変化お客様の変化

循環型社会
　への変革

●環境配慮型製品
の購入･使用

●分別排出
の徹底

●意識改革

●環境配慮型製品の
　　　　製造･販売

●環境情報
の提供

●回収･ﾘｻｲｸﾙ
ｼｽﾃﾑの構築

●法規制の整備　●回収･処理の実施

●明確な目標提示 ●環境教育

環境法規制の整備･強化環境法規制の整備･強化

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

情報公開情報公開

今なぜ｢環境経営｣なのか
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大量生産・大量消費・
大量廃棄のライフ
スタイルは地球環境
が許容できる環境負荷
を超えてしまった。

自然環境が許容で
きる範囲で社会・経
済活動が行われ、
地球自然環境が常
に守られている。

自然・社会・経済のバランス
が保たれた姿

社会・経済活動でバランス
が崩れた姿

循環型社会により崩れた
バランスを回復した姿

循環型社会を構築し、
環境負荷を削減する
ことにより、自然・社会・
経済活動のバランス
のとれた豊かな社会
を目指す。

Three P’s Balance (Planet / People / Profit)

循環型社会の構築をめざして
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(1) 全ステージでの環境負荷の把握と削減

(2) 内側ループのリサイクル優先

(3) 重層的リサイクル

(4) 経済合理性の確保による自律的循環の保証

(5) 全てのステージとのパートナーシップ・情報の共有

コンセプト

油化業者
製錬業者

油化業者
製錬業者

原材料化
ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ
治金ﾘｻｲｸﾙ

金属

分解油

ｸﾛｰｽﾞド
　ﾙｰﾌﾟ
　　ﾏﾃﾘｱﾙ
　　ﾘｻｲｸﾙ

材料再生
業者

材料再生
業者

リサイクル材
使用者

リサイクル材
使用者

部品の
再使用

部品再生
センター

部品再生
センター

リサイクル
センター

リサイクル
センター

製品再生
センター

製品再生
センター

製品の
再使用

最終
処分業者

最終
処分業者

材料
メーカー
材料

メーカー

部品
メーカー
部品

メーカー

熱エネルギー
回収業者

熱エネルギー
回収業者

ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟ
ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ

ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄ

埋め立て

ｴﾈﾙｷﾞｰﾘｶﾊﾞﾘｰ
(ｴﾈﾙｷﾞｰ, CO2)

分解・分別回収
センター
回収

センター
シュレッダー

業者
シュレッダー

業者

自家
再使用

自家再生機
保守業者

自家再生機
保守業者

原材料供給者原材料供給者

ﾕｰｻﾞｰﾕｰｻﾞｰ

販売者販売者

製品
メーカー
製品

メーカー

1994 RICOH Co., Ltd.C

リデュース リユース

リサイクル

リコーの循環型社会のコンセプト→コメットサークル-TM-

循環型社会実現のための概念
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－三愛精神－

人を愛し
　　国を愛し
　　　　勤めを愛す

創 業 の 精 神
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［行動指針］
１． 国内外の法規制の遵守はもとより、自らの責任において、社会の期待を考慮した環境

負荷低減の目標を設定し、その実現に努める。

２． 環境負荷低減の目標達成を可能にする技術革新の推進に努めるとともに、環境保全

推進体制の維持・改善を継続的に展開する。

３． 事業所設備の開発・設計・稼動にあたっては、環境との調和を常に把握し、汚染予防、

エネルギーや資源の有効利用および廃棄物の削減と責任ある処理を行う。

４． 企画・開発・設計・購買・生産から販売・物流・使用・リサイクル・廃棄に至るすべての

段階において、環境への負荷が少なく安全に配慮した製品とサービスを提供する。

５． 環境教育を通じ、全社員の意識向上を図るとともに、一人ひとりが広く社会に目を向け、

自ら責任を持って環境保全活動を遂行できるよう、啓発と支援を行う。

６． あらゆる国や地域において、社会と企業との連携を密にし、積極的な情報開示、環境

保全活動の助成・支援によって、広く社会に貢献する。

［基本方針］
私たちは、経営理念に基づき、環境保全は我々地球市民に課せられた使命と認識し、

これを事業活動の重要な柱の一つと捉え、自ら責任を持ち、全社をあげて取り組む。

リコーグループの「環境綱領」
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環境対応 環境保全 環境経営

狙い
（コンセプト）

活動内容

ツール

圧力への対応
・法規制
・競合
・お客様

地球市民としての使命
・自主責任
・自主計画
・自主活動

環境保全と利益創出の
同軸化

法規制、競合、
お客様に追随した
消極的な活動

1.高い目標を掲げた
　積極的な地球環境
　負荷低減活動
2.社員の意識改革

環境保全活動
　≒QCD達成活動
　　例）部品点数削減
　　　　工程数削減
　　　　歩留り、稼働率向上

1.ISO14001ｼﾘｰｽﾞ
2.LCA（環境負荷
　　　　情報ｼｽﾃﾑ）
3.環境ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾘｰﾀﾞｰ

1.戦略的目標管理制度
2.環境会計

環境保全活動の３ステップ
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環境保全活動の基本スタンス

環境保全活動の基本スタンス

「環境保全と経済価値の追求は同軸である。」

①環境保全活動は企業の使命である。

②企業活動はボランティアでは継続できない。

③両者は「同時実現」できるもの、すべきものである。

できたらやろう、ではなく･･･
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環境経営システム
&       

実 践 事 例
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＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減

　 ・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上

・環境教育､環境ボランティア活動､ISO14001認証取得活動､ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

・実効のある環境保全活動を継続するために、経済価値を追求する“経営”と同軸化・融合

・２１世紀に存続できる企業であり続けるために、環境保全など社会からの期待に応える

環境経営システム
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・初取得：御殿場事業所（'95年、ＩＳＯ/ＤＩＳ14001）

・リコー本体　　　　　　：取得完了
　　　　　　　　　　　　　　（生産系７事業所、非生産系11事業所）

・国内生産関連会社　：取得完了（９事業所）

・海外生産関連会社　：取得完了（10事業所）

・国内外販売関連会社：取得完了（2002年度10月）

経営トップから現場まで意志を共有

2001年度末までに全世界全事業拠点で

マネジメントシステムを構築し、ISO14001認証取得

環境マネジメントシステム　

- ISO14001認証取得 -
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ISO14001認証取得事例

■ 地域性（全国410拠点）　 ・

■ 組織の性格（５２社一括） ・

■ 従業員規模（18000名） ・

■ 業務内容（機器類の販売） ・

■ 行動パターン（訪問販売）・

■ 活動経緯（ISOは初めて） ・

■ 目指す姿（SB体質）　　　 ・

本業での展開

関連業務の電子化

環境教育の内部化

● 継続性

● 生産性

● SB展開

● こだわり項目

＊Solution Business

国内販売系グループでの認証取得：2001年12月14日
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販売系EMS関連DB
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Firewall

　　　

Intranet (RIntranet (R--WAN)WAN)

共有ドメインサーバー共有ドメインサーバー共有ドメインサーバー

個別ＥＭＰ

環境教育履歴 販社ドメイン

販売会社、統括会社

日本品質保証機構

EMS担当者

環境監査員

法規制
環境影響評価

モニタリング
文書管理

事業所管理
環境管理マニュアル

ZARG11

InternetInternet

販売系環境管理規則
コミュニケーション

全体EMP
内部環境監査

52社

レプリカ

個別ＥＭＰ

環境教育履歴

ＲＤＩＴ

電子審査（ネットオーディット）

登録審査において日本初
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３０万枚３０万枚
の削減の削減

必　要　文　書　類 枚数（原本） 必要単位 初期枚数 改訂枚数 総枚数
①環境方針書 拠点ごと 1 410 410 205 615
②環境管理ﾏﾆｭｱﾙ 拠点ごと 5 410 2,050 1025 3,075
③環境管理規則 拠点ごと 125 410 51,250 25625 76,875
④環境法規制 法律 50 410 20,500 10250 30,750

条例（拠点ごと） 20 410 8,200 4100 12,300
⑤環境影響評価 会社ごと 50 49 2,450 1225 3,675
⑥環境目的・目標 拠点ごと 10 410 4,100 2050 6,150
⑦環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 拠点ごと 20 410 8,200 4100 12,300
⑧環境教育ﾏﾆｭｱﾙ 支店 155 8 1,240 620 1,860

会社ごと 79 49 3,871 1935.5 5,807
⑨環境教育履歴書 個人 2 18,000 36,000 18000 54,000
⑩ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ記録 個人 0.5 18,000 9,000 4500 13,500
⑪各種運用手順書 拠点ごと 30 410 12,300 6150 18,450
⑫ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（測定記録） 拠点ごと 60 410 24,600 12300 36,900
⑬内部監査 拠点ごと 50 410 20,500 10250 30,750
⑭その他文書（約１０文書） 会社ごと 100 49 4,900 2450 7,350

総　合　計 209,571 104785.5 314,357

★初期枚数は約２１万枚だが改訂、廃止を考慮すると実際には枚数は５０％増となる。

電子化による業務改善効果
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1. 文書管理業務時間
もし全ての文書を紙文書で構築すると、各拠点ごとに文書管理
が必要となる。　　　　　　電子化するとＤＢで自動管理。
算出式＝ 月 １０時間×４１０拠点×１２ヶ月 ＝ ４９､２００時間

2. 文書発送業務時間
これも紙文書で構築すると、改訂後の最新文書は必ず、４１０
拠点に送付しなければならない。　　　　　ＤＢで即時送付。
算出式＝１時間×２０文書×５２社×１２ヶ月 ＝１２､４８０時間

定性的効果
情報の共有化、即時性
ＥＭＳ業務の共通化

電子化による業務改善効果(2)

年間トータルで
　　　約61､680時間

業務量削減
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エココラボレーション WebWeb--AccessAccess
～～RGORGO環境マネジメントシステム支援環境マネジメントシステム支援ツール～～

Notes/Domino R5
Notes/Domino 6

対応

Notes/Domino R5/Domino R5
Notes/Domino 6Notes/Domino 6

対応対応

「エココラボレーションWeb-Access」はノーツのデータベースで、各種データベースの入り口となるポータルとEMS関連業務データベース（文書管理編、管理業務編、教育・コミュニケーション編、監
査・是正編）と文書作成・登録時に利用するマスターデータベースから構成されています。

システム概要

・環境ﾏﾆｭｱﾙDB
・規定DB
・一般文書管理DB

・環境影響評価DB
・法規制DB（住所ﾏｽﾀ）
・環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑDB
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞDB

・環境教育ﾏﾆｭｱﾙDB
・環境教育履歴DB
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝDB

・是正/予防DB
・内部環境監査DB
・環境監査員DB

文書管理編 管理業務編 教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ編 監査・是正編<マスタDB >
・EMS担当者DB
・ｻｲﾄ管理DB

EMSポータルDB

商品構成

参照・登録参照・登録

文書管理編

ポータル

管理業務編

教育
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ編 監査・是正編 管理ﾏｽﾀ

エココラボレーションWeb-Access
支店/営業所支店/営業所

支店/営業所支店/営業所

参照・登録

参照・登録

参照・登録

Webブラウザでの参照・登録

支店/営業所支店/営業所

支店/営業所支店/営業所
本社本社

Notes/Domino
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環境負荷情報システム
＊コメットサークルの第１コンセプト対応

実績の把握が全てのベース　⇒　環境行動計画、環境会計、外部へのデータ開示

地球温暖化
ＣＯ２

代替フロンの排出
ＣＯ２

代替ﾌﾛﾝ排出
ＣＯ２

ＣＯ２（製品の電力
や紙使用を含む）

ＣＯ２ 

大気汚染 
ＮＯｘ、ＳＯｘ

トルエン等有害物の排出
ＮＯｘ、ＳＯｘ

有害物の排出
ＮＯｘ、ＳＯｘ ＮＯｘ、ＳＯｘ

ＮＯｘ、ＳＯｘ
有害物の排出(ダイオキシン等)

水質汚濁 
ＢＯＤ、ＣＯＤ、全リン、全窒素
塩素系溶剤・洗剤等の排出

ＢＯＤ、ＣＯＤ等
ＢＯＤ、ＣＯＤ等
洗剤等の排出

その他
騒音、臭気、

埋立廃棄物等
埋立廃棄物

オゾン、粉じん、
騒音

有害物による土壌汚染
埋立廃棄物

部品・素材
製造

エネルギー・資源の利用

輸送
組立
製造

回収
ﾘｻｲｸﾙ
廃棄

使用　

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ
輸送

流通
販売

大気・水質・土壌・顧客環境等への排出
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環境負荷情報システム

経営者
その他

ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ

活
用

事業所 設計区 流通 販売 保守 回収･
ﾘｻｲｸﾙ

環境経営指標
の評価
部門、製品単位
の評価
など

環境負荷削減
ﾃﾞｰﾀ収集負荷低減
ﾃﾞｰﾀ把握と是正
の早期化
など

製品環境性能向上
ﾃﾞｰﾀ収集負荷低減
ﾘｻｲｸﾙ効率の評価
など

流通環境負荷
の把握／低減
など

保守環境負荷
の把握／低減
など

販売環境負荷
の把握／低減
販売促進
など

ﾘｻｲｸﾙ環境負荷
の把握／低減
採算向上
など

情報開示
環境報告書・ＨＰ
アンケート
など

経営者及び各部門、外部ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ
に役立つ情報提供

環境経営情報統合ＤＢ
収
集

集計のスピードアップ化
分析の精度向上

調達 設計 製造 流通 使用 回収・ﾘｻｲｸﾙ保守販売

リサイクル

情報システム

ＣＳＳ

システム

配車支援Ｓ

（ＲＬＣ）MCAD

RAMDA

Σ－Ｅ

SPERC

ＳＩＭＯＮＳ

（ＲＴＳ）
　

部品情報

材質／

材料情報

環境負荷

情報管理DB

R
ave

n
de

rN
e
t

廃棄物

計量Ｓ

電力

計測Ｓ

環境負荷

収集DB

環境側面

情報

（ＥＭＳ）

環境側面

情報

（ＥＭＳ）

モニタ

リングDB

（ＥＭＳ）

製品

環境情報 モニタリングDB

製品環境

情報DB
ＲＥＣＳＩＳ

売上データ

(RIGMAS)

販売情報

(BRAIN/S)

生産計画

情報

製品別配分

情報

Ｒ会計

ｼｽﾃﾑ

会計情報

ﾌﾟｰﾙDB

経営

情報

経営情報

環境会計

収集DB

環境会計情報

環境負荷情報
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「環境影響を把握し、改善活動につなげる」
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資源・部品投入

リコーの事業活動が及ぼす
環境影響の把握
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佐賀リコーのペーパーレスオフィス リコー関西のペーパレスオフィス

リコーグループは２００２年３月に全世界の生産工場で｢ごみ
ゼロ｣を達成しました。また、工場のみならず国内外のオフィ
スでもごみゼロ活動を展開し｢ごみゼロオフィス｣の数を増や
しています。
また、リコーグループでは｢ごみゼロ活動｣とリコーのＩＴ機器
を使用しオフィス業務の効率化を狙った｢ペーパーレスオフィ
ス｣の同時実現を追求し、販売店でペーパーレスオフィスを
推進し、現在その数を拡大中です。

リコー関西ＮＳＣ（大阪・淀屋橋）のオフィスはＩＴを活
用しペーパレスと業務改善を実施したライブオフィス
としてお客様に紹介し大変好評を頂いております。

ペーパーレス オフィスの実現

＜ムダに資源（紙・電力）を消費しないオフィス＞

ペーパレスFAX受信
ペーパレス回覧配信

袖机･トレイの禁止･廃止
ノートPC･無線LAN使用

＜資源分別棚＞　　　　＜事務初風景＞

佐賀リコーは､先ず自社のペーパーレス化を
推進し､お客様に現場をご覧頂くとともに､
お客様がペーパーレス化を進める事による
｢コストダウンシミュレーション」もご紹介
しております。

●各種ルール策定
　・机周りの基本ルール
　　例）文具類協同利用､卓上カレンダー禁止等
　・配達物や文書保管の基本ルール
　　例）社内文書等の保管スペースを設置。
　　例）カタログ等部門への届け物の一時保管。
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１． ファクシミリ受信をパソコンへ表示
２． 紙による文書保存から電子ファイルへ
３． 高機能を簡単な操作で実現

コピー/プリンタによる
ペーパーレスシステム

ドキュメント
ボックス機能

ＨＤＤ

スキャナー
機能

◆対応機種◆
imagio Neo（モノクロ融合機）

imagio Neo C（カラー融合機 ）

IPSiO Color（カラー高速プリンタ ）

ドキュメント
ポータルソフト
Ridoc Desk 2000

ペーパレスFAX
機能
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ソリューション提案事例

効果①全社的にTCOを削減
　　　②ISO14001対応として、ペーパーレスが徹底
　　　③ＩＴ環境の有効活用が促進

Ｎ金属様（非鉄金属メーカ）
　売上高：5,220億円（連結）
　従業員：12,700名（連結）
　ＩＯ機器台数：300台（一次分）
　紙使用枚数：1,800万枚（年間）
　削減効果予測：8,400万円（4年）

お客様での
Notesﾄﾞﾒｲﾝ

メッセージ

スキャナステーション
ｽｷｬﾅ

DMサーバ

FAX Gateway

カラープリンタWebﾌﾞﾗｳｻﾞ Notesｸﾗｲｱﾝﾄ

バ
ッ
ク
エ
ン
ド

プリンティングシステム

IB

マルチステーション

全社でのＯＡ機器利用量収集の仕組みを構築

高速複合機

経営方針：アルミニウムを軸とした素材を通じて、「環境」と
　　　　　　　「社会」に広く貢献する企業グループをめざす。
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ソリューション提案事例
～ペーパレスFAXシステム～

DocumentDocument
Server/RouterServer/Router imagioimagio NeoNeo

公衆
回線

FAX

ダイレクトFAX送信

RidocDesk

ペーパレスFAX受信

受信FAXの閲覧

IPSiOIPSiO　　
MF700 MF700 

FAX

RidocDeskRidocDesk

受信FAXの閲覧 RidocDesk 現場

Webブラウザ

直接FAX送信

FAX

FAX
imagioimagio　　
NeoNeo

PBX

Ｄ社滋賀工場様（自動車関連メーカー）
　企業理念：社会への貢献を通じて
　　　　　　オールＤの繁栄と幸福を求める。
　売上高：8,180億円（単体）
　従業員：11,200名（滋賀工場：2,000名）
　紙使用枚数：4,500万枚（年間）

受信FAXの閲覧

直接FAX送信

A事業所

B事業所
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「環境影響を把握し、改善活動につなげる」
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製品含有化学物質

資源・部品投入

リコーの事業活動が及ぼす
環境影響の把握
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製品全体のチェック結果を製品アセスメントチェックリスト
に落とし込んで評価している。（'93年５月よりスタート）

　　製品アセスメントシステム
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１．業界最高水準のリユース部品使用率１．業界最高水準のリユース部品使用率

を達成を達成 （質量比（質量比87 87 ％以上）％以上）

２．２．前身機（新品）に比べて、環境負荷前身機（新品）に比べて、環境負荷

を約を約50 50 ％削減％削減

imagio MF6550 RC
デジタル複写機（コピー＆プリンタ）

再生デジタル複写機
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•　現在９ヵ所が稼動中

全製品、全国をカバー
再資源化率　９８％を実現

◆

◆

◆

◆ ◆◆◆
◆

◆

◆

◆

◆

北関東ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

南関東ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

関西南ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

関西北ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

中部ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

東北ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

上越・北陸ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

九州ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

北海道ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

リサイクルセンターの
全国展開完了
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「環境影響を把握し、改善活動につなげる」
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リコーの事業活動が及ぼす
環境影響の把握



31

■行動計画：2001年9月までに国内全拠点で
　　　　　　再資源化率１００％達成

全１６生産事業所　'01年3月達成

'98年10月福井（事）達成

リコー光学

迫リコー

東北リコー

リコーユニテクノ

リコー・厚木事業所

リコー・沼津事業所

リコー・御殿場事業所

リコーエレメックス・岡崎

リコーエレメックス・恵那

リコー福井事業所

リコー・池田事業所

リコー・やしろ工場

リコー計器

パーツコンポ－ネントシステム

リコー・秦野事業所

リコー・マイクロ

レベルⅡ レベルⅢ

青山・戸田・新横浜・銀座・品川

販売会社：15社、福井リコー・岩手リコー・リコー東北・長野リコー・神奈川リコー・佐賀リコー ・ＲＴＳ

非生産事業所でも ごみゼロを達成　：

東京リコー・山形リコー・秋田リコー・福島リコー・千葉リコー・埼玉リコー・リコー中国・青森リコー

事業所のごみゼロ事例（国内）
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リコーの環境活動　
－事業所のごみゼロ事例－

食堂の残飯食堂の残飯

１ヵ月あたり１ヵ月あたり
ドラム缶２２缶！ドラム缶２２缶！
そのうち　　そのうち　　 が米！が米！３３

４４

更に･･･更に･･･

２缶に２缶に
削減！削減！
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ごみゼロ活動の環境会計

金額
効果 項目

環境負荷
削減量

環境負荷
削減量

27.01
廃棄物処理費

削減額

8.89 有価物売却益

14.35
ｸﾞﾘｰﾝ調達に
よるｺｽﾄﾀﾞｳﾝ

50.25

効　果

項　目 主な費用 費用

直接的
費用

コンポスト費など 0.42

間接的
費用

廃棄物処理管理費
人件費など

4.22

総　計 4.64

費　用

最終処分量

０ｔ
廃棄物
削減量

２６５ｔ

再資源化率

59.1％→100％

（97年度末→98年度末）

（単位：百万円）

再資源化率100％達成に伴うｺｽﾄ削減事例（沼津事業所98年度実績）
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＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減

　 ・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上

・環境教育､環境ボランティア活動､ISO14001認証取得活動､ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

・実効のある環境保全活動を継続するために、経済価値を追求する“経営”と同軸化・融合

・２１世紀に存続できる企業であり続けるために、環境保全など社会からの期待に応える

環境経営システム
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⑤環境保全の視点
社会的責任を達成す
るために、特に環境
保全に対してどのよ
うな対応を取るべき
か

①財務的視点

財務的に成功するため
に、株主に対してどのよ
うに行動すべきか

④学習と成長の視点

戦略を達成するために、
我々はどのようにして変
化と改善のできる能力を
維持するか

③社内ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾟﾛｾｽ
の視点
株主と顧客を満足させるため
に、どのようなﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾟﾛｾｽ
に秀でるべきか

②顧客の視点
戦略を達成するために、
顧客に対してどのように
行動すべきか

中期戦略中期戦略

部門評価制度(ﾊﾞﾗﾝｽｽｺｱｶｰﾄﾞ)

４つの視点＋環境

戦略的目標管理制度
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部門（長） → 部（長） → 課（長）→ 課員

５つの視点

中
期
戦
略

成
果
指
標

先
行
的
指
標

業績評価指標

・戦略目標達成の鍵となる要素を見つけ、そこに手を打ち、
マネジメントする（仮説、検証のサイクル→学習する組織）

・意欲的な目標（ストレッチト・ゴール）を設定する

戦
略
目
標

成果を出すために
実施する事
・日常管理する

指標

（変化の兆しを
把握する指標）

中期戦略を５つの
視点で置き換えた
もの
（具体的な目標）

戦略目標を達成する
ために実施する施策を
定量的に図る指標

≪コミュニケーションプラットフォーム≫

戦略から指標への展開
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環
境
効
果

経
済
効
果

プロセス評価

環境経営

事
業
計
画

環
境
行
動
計
画

目
的･

目
標

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

経営品質強化

３つの視点で評価環境経営のツール

■ 見える管理へ

■ 経営との一体化

■ 意欲的なゴール

＝ 運 営 ＝

■自主性重視(自己評価)

■結果は社内公開

■関連業務の電子化

国内販売系グループ

環境経営進化度評価システム
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-20

20

60

100
省エネ

廃棄物削減

回収

Ｇ販売

Ｇ購買

社会貢献他

トップ販社
自社

平均

環境行動計画（１４次中計）

目的目標ガイドライン

環境改善効果の評価（６００点）

利益創出

環境経済効果の評価（６００点）

日本ＯＳ事業計画（１４次中計）

マネジメントのプロセス評価
（６００点）

経営品質の強化

１．省エネ活動（１００点）
　　電力、ガソリン、軽油、灯油等のエネルギー
　　削減量を削減率とガイドラインの達成状況
　　原単位（従業員数と売上金額）量で評価
２．廃棄物削減活動（１００点）
　　廃棄物の排出量の削減量を上記と同様の
　　方法で評価。再資源化率をガイドラインの
　　達成状況で評価。
３．資源の有効利用（１００点）
　　製品、ﾄﾅｰｶｰﾄﾘｯｼﾞ、部品の回収率をガイド
　　ラインの達成状況で評価。回収費と処理費
　　の徴収率の絶対評価。用紙の購入量の削減
　　率をガイドラインの達成状況と原単位で評価
４．グリーン販売【１００点）
　　環境ラベル製品と古紙配合紙の販売率と事
　　例紹介件数をガイドラインの達成状況で評価。
　　再生機販売台数のEMP目標達成率で評価

５．グリーン購買（１００点）
　特定品目、８分野品目購買率、低公害車転換率
　をガイドラインの達成状況で評価。
６．その他（１００点）
　光物構築、社会貢献、環境法の遵守率をガイド
　ラインの達成状況で評価。

環境保全活動の経済効果を評価する。
１．省エネ活動の経済効果（１００点）
　環境費用と環境利益（削減効果）を
　費用対効果で評価。また削減量の費用
　対効果で評価。
２．廃棄物削減活動（１００点）
　省エネ活動と同様の評価
３．資源の有効利用活動（１００点）
　　回収関連活動は環境費用と環境利益
　（削減効果）を費用対効果で評価。
　用紙購入量は費用対効果と削減量の
　費用対効果で評価。
４．グリーン販売（１００点）
　グリーン販売活動の環境費用と対象商
　品の粗利金額の費用対効果で評価。
５．グリーン購買（１００点）
　従来車と低公害車の購入費の差額を
　費用もしくは利益効果で評価。
６．その他（１００点）
　光物構築、社会貢献の活動に投じた
　費用を入力する。（評価は総合評価に
　組み込む）

環境保全活動をＥＭＳを基準とした
プロセス評価と活動内容そのもの
を評価する。
１．ＥＭＳの評価（２００点）
　目的・目標から内部監査まで、き
　ちんとＰＤＣＡが回っているかどうか
　を評価する。
２．環境保全活動内容（２００点）
　省エネからはじまりその他の活動
　までの活動内容を５段階評価する。
３．環境法規制の遵法（２００点）
　販売系ＥＭＳの法規制遵守のプロ
　セスの評価に加え、各社で独自の
　教育、リスク管理、是正の仕組み
　を評価する。
　（ＥＭＳの枠組みだけではなく、コン
　　プライアンス綱領と連動した、社
　　内の仕組みの構築度合を評価す
　　る。）

評 価 基 準

評価基準・スコアー

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

０１下 ０２上 ０２下 ０３上 ０３下

プロセス

経済効果

改善効果

アウトプット例

評価システムのアウトプット例
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＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減

　 ・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上

・環境教育､環境ボランティア活動､ISO14001認証取得活動､ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

・実効のある環境保全活動を継続するために、経済価値を追求する“経営”と同軸化・融合

・２１世紀に存続できる企業であり続けるために、環境保全など社会からの期待に応える

環境経営システム
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環 境 教 育

自自 己己 啓啓 発発
①環境社内報 ②環境ＨＰ ③環境講演会 ④環境ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動への参加 ⑤環境関連資格の取得 等

新
入
社
員
研
修

部
長
研
修

次
長
研
修

課
長
研
修

内
部
監
査
員
教
育

内
部
監
査
員
フ
ォ
ロ
ー
教
育

＋

・環境マネジメントシステム規格

・環境関連法規制

・ 事業所環境影響評価

・事業所環境保全技術

・ライフサイクルアセスメント

・リサイクル対応設計

・製品環境影響評価技術

・化学品安全と法規制

（初級 + 上級）

内部監査員
教育

階層別教育 目的別専門教育各部門にお
ける環境教育

販
売
部
門
に
お
け
る
階
層
別
環
境
教
育

ＢＬＡ検定
(Basic License
Assessment)

環境問題の
認識に関して
も検定

リコー独自の《環境教育》として《全社階層別必須教育》の中で
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対象者 講 師 教育時間 備 考
育成人員

(2001年12月現在)

環境監査員 ３泊４日 ３１１名 テスト実施／有効期限２年
環境審査員
有資格者

社長・支店長 半日 ５３名 アンケート実施
統括環境管理

責任者

２日 ５３名 テスト実施
環境管理
責任者

環境審査員
有資格者

環境推進委員 環境監査員 ５.５時間 ６４８名 テスト実施

部門･部署長 環境推進委員 半日 全員 テスト実施

一般従業員 部署長 ２時間 全員 テスト実施／ＣＢＴ／環境ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ

環 境 教 育
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社  員

入
力

回
収
・
集
計

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

家庭での
データ

１年のまとめの
データ

持ち帰り

※家庭で
   EXCEL入力した場合、
   グラフなどの
   ビジュアルデータを
   見ることが可能

集計

※社員が
   DBを見にいく

集計したデータを
DBに入力する。

EXCEL
or  紙

１

２

３

４

家  庭リコー
ＣＳ・環推室

EXCEL

EXCEL
or  紙

「エコライフノートＤＢ」

入力

入力

１年のまとめの
データ

１年のまとめの
データ or 紙

入力・記入

「エコライフノート」活動の流れ「エコライフノート」活動の流れ

・それぞれの家庭での取り組み
・ＣＯ2削減のヒント

データのまとめ・分析

※ＤＢ上のEXCELファイルを
   家庭に持ち帰る
     ・フロッピー等に保存して
     ・アウトプットして

できる事から
はじめてみよう！

環境啓発事例（リコー販売グループ）

「 エコ ライフ ノート 」
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環境啓発事例：エコライフノート
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＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減

　 ・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上

・環境教育､環境ボランティア活動､ISO14001認証取得活動､ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

・実効のある環境保全活動を継続するために、経済価値を追求する“経営”と同軸化・融合

・２１世紀に存続できる企業であり続けるために、環境保全など社会からの期待に応える

環境経営システム
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１．環境ボランティアリーダーの養成

・養成プログラム
- リコー自然教室（初級、中級）
- ボランティアリーダー全社会議
- ボランティアリーダーの活動

２．森林保全社会貢献プログラム

・森林生態系保全の意義
（生物多様性保全に配慮した天然林保全と周辺林の復元活動）

・国内外ＮＰＯとのパートナーシップ

ｱﾌｧﾝの森基金（C.W.ニコル）、日本野鳥の会、WWF、ｺﾝｻｰﾍﾞｰｼｮﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、他多数

NPOとのﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ

環境社会貢献
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所　　感　

■業績拡大と環境改善との調和

＊両立と対立、設備投資・経費増

■法規制遵守と自主管理

＊Beyond Compliance、競合優位、企業ｲﾒｰｼﾞ

■意識と行動とのギャップ

＊総論と各論、ﾘｻｲｸﾙ商品の価格と性能/品質

■環境に対する価値観の変化

＊法規制、経営戦略、マスコミ、環境意識

トップダウン、同・異業種協力
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企業は自ら発生する環境負荷を削減するとともに､全てのステージとのパート
ナーシップを構築する事により､効果的に環境負荷を削減する事ができる。

■環境コミュニケーション戦略

■全員参加

■リーダーシップ

■グリーン パートナーシップ

環境に優しい企業活動を行い情報公開によって社会から信頼をいただく
ことが、２１世をリードする(生き残る)企業となるための必要条件である。

国､企業・団体､個人など全ての地球市民が､自分が位置するコメット
サークルの複数のステージにおいて､環境負荷削減に努める必要がある。

企業が環境保全活動を推進するには､トップの強いリーダーシップと
哲学が必要である。

環境経営の構築をめざして
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●少しでも
お役に立てば幸いです。

●ご静聴
ありがとうございました。

あいさつ
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「リコーグループの環境経営」
ホームページはこちら

http://www.ricoh.co.jp/ecology/

是非一度お立ち寄りください。

http://www.ricoh.co.jp/ecology/
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Q & AQ & A
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２）コージェネレーションシステムの導入など生産設備の更新

リコー沼津事業所の
ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

グリーン
電力証書

2001年度実績(1990年度比）
・CO2総排出量は13.8％削減
・売上高原単位は24％削減

2001年度 国内生産工場実績
　　　　　　　　　（1990年度比）

・CO2総排出量は16.7％削減
・売上高原単位は34.4％削減

2010年度目標（1990年度比）
　・CO2総排出量は13％削減
　・売上高原単位は62％削減

１）事業所のあらゆる場面での改善により、エネルギー消費を削減

リコーユニテクノ
台車引き生産ライン

沼津事業所は、都市ガスによる自家発電に変更。
さらにタービンからの廃熱を有効利用することにより、
年間約3,000トンのCO2排出量を削減。

３）自然エネルギーの利用など

事業所の省エネ事例
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「環境影響を把握し、改善活動につなげる」

リコーの事業活動が及ぼす
環境影響の把握

0.04

0.47
0.32

0.43
0.85

7.39

8.38
8.52

25.13

0.76
10.76

36.96

0 10 20 30 40

廃棄・リサイクル

保守部品製造

保守作業

紙（生産）

電力

販売

輸送

国内非生産事業所

国外生産事業所

国内生産事業所

製品含有化学物質

資源・部品投入

(％)
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鉛、塩化ビニル、六価クロムを大幅に削減した製品を発表

2004年に全廃製品を発売

製品含有環境影響化学物質の削減

（2001年）
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階層別研修 専門別研修 自己啓発

導入研修 技能/技術 管理 販売

階層別研修 実務者講座 内部監査員講座 環境関連資格

環境啓発能力開発研修(環境編)

リコー教育体系（環境編）

・環境社内報

・環境啓発講演会

・環境ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動

　　　　への参画

・環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

　　　の構築活動

　　環 境 教 育
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環境ボランティアリーダーの養成（業務）
（ １泊２日の集合研修（１回））:リーダー登録

環境教育
①

全社会議(業務） （年３回）
（情報交換及び環境教育）

環境教育
②

環境ボランティアリーダーが中心の、自主的で、
各地域に密着した、環境ボランティア活動。(随時）

フォロー

③

＊リコー自然教室と全社会議から構成。
＊年間45名の環境ボランティアリーダーを養成。
＊各リーダーが中心となり、ボランティア活動を展開。

環境ボランティアリーダー
養成プログラム
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・活動内容

①クリーンアップの例：

＊鎌倉材木座海岸でのサンドクラフトとビーチクリーンアップ　
＊環七　＊福井事業所周辺　＊博多湾　＊多摩川花火ゴミ袋配布　
＊多摩川花火後クリーンアップ　＊奥多摩　＊鳥取砂丘　など

②グループを作りフィールドをきめて定期的に森林保全活動する例：

＊「That‘s Kirin Saver」：震生湖付近の雑木林の手入れ
＊「やどりぎ森睦会」：神奈川県やどりぎ水源の森林保全

③子供の自然教育を主眼とした例：

＊福井事業所ビオトープ　＊御殿場事業所ビオトープ　
＊リコーユニテクノメダカの学校　＊七沢森林公園雑木林手入れ　
＊横浜自然観察の森野外解説版作り　など

環境ボランティアリーダーの活動
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主催自然環境保全団体 国名 開始時期 プロジェクト名
ｱﾌｧﾝの森基金（C.W.ﾆｺﾙ） 日本 2002年３月 黒姫天然林復元
日本野鳥の会 日本 2000年４月 多摩さとやま保全

日本 2002年１月 やんばる天然林保全
ｺﾝｻﾍﾞｰｼｮﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ フィリピン 2000年３月 ｼｪﾗﾏﾄﾞﾚ天然林保全
WWF マレーシア 2000年10月 ｷﾅﾊﾞﾀﾝｶﾞﾝ天然林（ｺﾘﾄﾞｰ)復元

中国 2002年１月 四川省天然林（ｺﾘﾄﾞｰ)復元

主催自然環境保全団体 国名 実施時期 プロジェクト名
POUSH ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｨｼｭ 1999年10月 ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｨｯｼｭ全国さとやま復元
ｽﾘﾗﾝｶ野外鳥学ｸﾞﾙｰﾌﾟ スリランカ 2000年３月 ｼﾝﾊﾗｼﾞｬ天然林復元
ラムサールセンター ブルネイ 2000年５月 ｾﾘﾛﾝ島ﾏﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ原生林保全
オイスカ マレーシア 2000年10月 ｽｯｸ水源林復元
ｺﾝｻﾍﾞｰｼｮﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ガーナ 2002年１月 コリドｰ回復

・ 生物多様性保全を目的とし、地元民の生活向上に配慮したリコーとＮＰＯとの独自
プログラム

・ 本プログラムを利用した社員参加と一般市民啓発

●ＮＰＯとのパートナーシップ　

森林保全社会貢献プログラム
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現 状

改 善 前
最終処分
埋立て

減容化

中間処理

廃棄物
リコーリコー

（沼津）（沼津）

クローズド型リサイクルクローズド型リサイクル

再資源化

■４本柱を主体に活動を展開しております。

技術
・開発部門

環境にやさしい商品設計
リサイクル設計

管 理 部

ゴミを買わない活動 廃棄物のリサイクル化

製造部門
・全部部門

廃棄物の削減

事業所から排出される廃棄物が再資源化され、再びリコーが
それを使用する「循環型」クローズド リサイクル化を目指す

オープン型
リサイクル

廃棄物処理の現状と目指す姿



63９５年度 ９６年度 ９７年度 ９８年度 ９９年度 ２０００年度

■　処 分
■　再資源化

５３．0％ ５４．1％

５８．6％
目 標

７０．０％

目 標
９０．０％

目 標
１００．０％

t

主な再資源化実施内容
１．リボン分別排出による再利用化（９５年４月）
２．有機溶剤の分別排出による再利用化（９６年４月）
３．サーマル汚泥の再利用化（セメント化）（９７年７月）
４．紙管の分別排出による再利用化
　　（小巻用紙管）（９７年１０月）

1999年2月１７日 １００％達成

8/7
６３．３％

8/31
６３．９％

9/30
７９．３％

10/31
８７．３％

11/30
８９．９％

１２/31
９０．３％

１/31
９８．５％

２/１７
１００％

主な再資源化実施内容（９９年２月１７日現在）
１．廃プラ溶融物のリサイクル化（製鉄原料）（９８年５月）
２．ジアゾ廃液原料化・再利用化（セメント化）（９８年７月）
３．木屑（バレット等）のパーティクルボード原料化（９８年９月）
４．一成分トナー、キャリアの鉄筋用鋼材原料化（９８年９月）
５. サーマル損紙、磁気損紙の養鰻燃料化（９８年10月）
６．溶剤、酸、アルカリのセメント化（９８年11月）
７．食堂残飯の有機肥料化（９８年１２月）
８．廃プラスチックの鋼炉燃料化（９９年１月）
９．ジアゾ廃液の金属回収（９９年２月）

廃
棄
物
排
出
量

廃棄物量の推移

1998年4月 本格的な活動開始
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【ホームページ・特色】
・タイムリーな情報更新・子供向けの環境教育ツールがある

【社会環境報告書・特色】
・多様なステークホルダーへの総合的情報発信
・環境会計・社会的活動に関しても情報公開
・環境保全の努力をされている方々参考となる情報を発信

00・01年度「環境goo」大賞
第２・３回「エコWeb」大賞
連続受賞など

報告書・ホームページ
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エコライフノート
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■２０００年度末までに全生産事業所でごみゼロ達成。

産業廃棄物+一般廃棄物+生活系廃棄物
＋エネルギー回収後残さ

産業廃棄物+一般廃棄物

産業廃棄物

ごみゼロレベル3

レベル2　

レベル1　
世の中でのごみゼロは
レベル１ ＯＲ ２

福井・沼津は
既にレベル３を達成

リコーの定義するごみゼロ
（食堂残さ含む）

事業所の廃棄物削減 環境行動計画

事業所の廃棄物削減
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ごみゼロ活動のポイント

1. 道筋を探せ。・・リサイクルルート

2. 入口を監視せよ。・・原材料購入段階、ごみを買わない工夫

3. 廃棄物のそれぞれの再生品を展示。・・分別意識･教育、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 目で見て判る工夫

4. リサイクル品の種類を少なくせよ。・・分別作業の簡素化

5. 再資源化はコストダウン活動。・・購入原材料3302 点の包装
　　　　　　　　　　　　　　　　　材料のムダ排除、統廃合

6. 道筋完成後に分別の全面展開・・モデル分別ステーションづくり
　　　　　　　　　　　　　　　　 分別推進委員会設置
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■全従業員が携行

■環境方針、環境問題の基礎知識、ISO14001
規格の概要、販売グループと環境の関係など
を解説

■当該年度の各自の環境改善計画を記載

■各自の職務に応じた環境の役割を記述

CBT環境基礎教育

■コンピューターとの対話形式で自己学習

■終了テストにより理解度を確認
８０点未満は、再学習

■合格に達すると修了書が自動出力

■各自の職務に応じた環境の役割を記述

一般従業員教育



69「環境影響を把握し、改善活動につなげる」
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36.96

10.76

0.76
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廃棄・リサイクル

保守部品製造

保守作業

紙（生産）

電力

販売

輸送

国内非生産事業所

国外生産事業所

国内生産事業所

製品含有化学物質

資源・部品投入

リコーの事業活動が及ぼす
環境影響の把握
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■省エネモード（オートオフ）からの復帰時間（秒）
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■エネルギー消費効率（ｗｈ／ｈ）

１９９１年 １９９４年 １９９７年 ２００１年

約１／８

「省エネ大賞：経済産業大臣賞｣受賞情報機器で初！

これまでの３５枚／分クラスの複写機
（国際エネルギースター基準準拠）

・ 待機時消費電力 １３０～１５０W
・ 待機モードからの復帰時間 ６０～８５秒

imagio Neo350 （３５枚／分）

（新省エネ技術搭載）

・ 待機時消費電力 ７W
さらに

・ 待機モードからの復帰時間 １０秒

製品の省エネ事例



71＊リコーでは全ての環境ラベルに対応

タイプⅢ（ISO14025）
製品の多様な環境負荷情報
を定量的に表示する

タイプⅢ（ISO14025）
製品の多様な環境負荷情報
を定量的に表示する

タイプⅠ（ISO14024）
規定された対象製品の認証基準
に合致した製品につけられる

タイプⅠ（ISO14024）
規定された対象製品の認証基準
に合致した製品につけられる

タイプⅡ（ISO14021）
製品・サービスの環境改善を図って
（一般にタイプⅠよりはるかに高い）
企業独自の基準で設定する

タイプⅡ（ISO14021）
製品・サービスの環境改善を図って
（一般にタイプⅠよりはるかに高い）
企業独自の基準で設定する

環境
ラベル

エコマーク（日本）

リコーリサイクルラベル

環境負荷情報開示（HP)

製 品 情 報 開 示
・お客様はともに協力して環境負荷を削減するパートナー
・製品の環境性能をお伝えすることが、お客様の環境保全活動につながる
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